
新任期及び中堅期の研修について 
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資料３ 
平成26年7月15日(火) 
第２回 保健師に係る研修のあり方等に関する検討会 



地域保健従事者に求められる職種共通の専門能力 

カテゴリ 到達目標 

①企画・立案能力 
自分の関わっている地域保健事業の本質的な分析ができる 

新しい地域保健事業の企画・立案に参画できる 

②情報収集・調査研究能 
 力 

自らの力で専門家として業務に必要な情報収集ができる 

チームの一員として調査活動に実質的に参加できる 

科学的根拠に基づいた地域保健事業の推進に努めることができる 

③地域保健事業運営能力 
従事している地域保健事業を円滑に実施することができる 

地域保健対策に関して企画･調整･指導及びこれらに必要な事業を実施できる 

④個人・家族、集団支援 
 能力 

地域保健事業の枠組みにしがたって個人･家族、集団へ支援を適切に実施できる 

⑤健康危機管理能力 

健康危機発生時、チームの一員として健康危機事象に適切に対処できる 

地域における健康危機管理体制の確保に努めることができる 

快適で安心できる生活環境の確保に努めることができる 

⑥連携・調整・社会資源   
 開発能力 

必要に応じて周囲の関係者、関係機関と協力して事象に対処することができる 

ソーシャルキャピタルを広域的に醸成し、その活用を図ることができる 

地域保健対策推進の基本的な方向に関する事項における医療･介護･福祉等の関
連施策との効率的かつ効果的な連携強化に努めることができる 

⑦事業評価能力 自分の関わっている地域保健事業の評価に主体的に参画することができる 

⑧公衆衛生マインド 
自分の業務を常に集団や社会の枠組み及び人のライフサイクルの視点で捉える
ことができる 

平成２４年度厚生労働科学研究補助金 健康安全・危機管理対策総合研究事業 
質の高いサービスを提供するための地域保健行政従事者の系統的な人材育成に関する研究 ： 橘とも子 
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期 職位・経験のめやす 育成するコア能力 ギャッジアップの要件 

管
理
期 
2 

組織のトップマネージャー・保健師
統括者 

課長 

部長 
自治体における対応策
のシステム化 

管
理
期 
1 

中間管理職・初級管理職 係長 スーパーバイズ 

中
堅
期 
2 

次期管理者、スペシャリスト/地域
健康課題対処のベテラン 

11～  
25年 
/25年～ 

リーダーシップを発揮し
た活動の推進・評価 

中
堅
期 
1 

一人前 

プリセプター 

３～ 

１５年 
集団・地域を視野に入
れた組織的対応の実施 

新
任
期 
2 

基本的な事例、基本的な保健
事業の運営は自立して遂行 

２～ 

 ５年 

個人家族への責任
のある対応 新

任
期 
1 

プリセプターの指導と見守りが
必要 

１～ 

 ２年 

保健師のキャリアラダーの例  

国や他の自治体、他部署
を視野に入れて、調整や
資源・制度を創出する政
策的対応ができる力量 

管内や自治体全体を視
野に入れて資源や制度
を創出する政策的対応
ができる力量 

集団的あるいはチームと
して組織内外の住民や
関係者と共同できる力量
で対応できる力量 

個別的に部署内で対
応できる力量 

出典：平成19年度厚生労働科学研究報告書「保健師指導者の人材育成プログラムの開発」佐伯和子  
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期 対人支援 地域マネジメント 健康危機管理 
組織管理 

職場組織     人材育成 

管
理
期
2 

○総合的なスーパーバイズ ○地域保健計画、医療計画
の策定 
○政策評価 
○システム開発 

○体制、システム作り 
○施策化 

○上部組織への提言（発
信） 

○組織を代表して
の交渉、調整 

○他部署との交渉
調整 

○組織の発展と
人事管理 

○適材適所の
人事配置と人事
異動 

管
理
期
1 

○事例のスーパーバイズ ○担当分野のアセスメントと
計画、評価 
○施策評価 

○人員配置・派遣者調整 

○中長期的視野を持った
地域支援計画策定 

○実務の自組織内
調整 
○業務の進行管理 

○職場内人事
管理 

中
堅
期
2 

○担当保健分野の施策化体
系 
○事業評価 

○関係機関との連携・調
整 

○健康危機のフェーズ別
事業の企画立案・評価 

○リーダーシップ ○組織的な教育
対応 

中
堅
期
1 

○複雑困難な事例への対応 ○地域保健全体のアセスメン
ト 
○対策としての事業起案 

○健康危機の地域診断 

○疫学調査実施、原因分
析、資料化 

○担当業務の進行
管理 

○後輩、スタッフ
への教育的対
応 

新
任
期
2 

○担当以外の分野の
基本的な事例への対
応 

○担当する保健分野
の地域のアセスメント 

○予測下での自己
の役割 

○健康調査技術・
倫理的配慮のある
対応技術 

○メンバー
シップ 

新
任
期
1 

○担当する分野の個
人・家族への対応（母
子、成人、高齢者） 

○個人・家族の背景と
しての地域 
○資源としての地域 

○健康危機に関す
る基本的知識 

○組織規範と
規律、使命 

出典：平成19年度厚生労働科学研究報告書「保健師指導者の人材育成プログラムの開発」佐伯和子  
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新任研修の受講経験（年齢別） 

受けた 

受けていない 

出典：平成22年度 厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業「保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書」 （社）日本看護協会 5 
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30～34歳(n=3232) 

35～39歳(n=3202) 
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50～54歳(n=2756) 

55～59歳(n=1893) 

60歳以上(n=497) 

新任期にプリセプターの指導を受けた経験（年齢別） 

受けた 

受けていない 

出典：平成22年度 厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業「保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書」 （社）日本看護協会 6 



① 保健師は、人間の生命、健康、生活に深く関わる職業であり、住民（労働者）の健
やかな暮らしと、生活者としての価値観及び人権を尊重することを基本とし、その基
本的知識・技術及び倫理観は生涯にわたって研鑽されるべきものである。新人保健
師研修においては、専門職業人として成長する上で生涯にわたり自己研鑽を積む
基本姿勢を育成することが重要である。  

② 新人保健師研修は、基礎教育で学んだ知識・技術を土台に、実践活動を通して、
保健師活動の基本的視点を形成するための基礎となる研修である。  

③ 新人保健師を支えるためには、指導者のみならず全職員が新人保健師に関心を
持ち、皆で育てるという組織文化の醸成が重要である。特に、保健師の活動の場が
広がる中、どのような体制下においても保健師に必要な視点を十分育成できること
は不可欠である。このガイドラインは新人保健師に求められる基本的能力と、その
能力を育成するために必要な体制等を示すと同時に、新人保健師育成を通して周
囲の職員が共に成長することを目指すものである。 

●新人保健師の到達目標として、1年以内に経験し修得を目指す項目とその 
  到達の目安を示している   

●研修体制や研修方法は、各所属機関の特性、研修に対する考え方、職員 
  の構成等に合わせて行えるように、研修体制、研修方法、研修プログラム、 
  技術指導の例を参考として示している 

理念 

特徴 

【新人看護職員研修ガイドライン～保健師編～】 
（平成23年2月） 

7 http://www.mhlw.go.jp/bunya/iryou/oshirase/dl/130308-3.pdf 
 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/iryou/oshirase/dl/130308-3.pdf
http://www.mhlw.go.jp/bunya/iryou/oshirase/dl/130308-3.pdf
http://www.mhlw.go.jp/bunya/iryou/oshirase/dl/130308-3.pdf
http://www.mhlw.go.jp/bunya/iryou/oshirase/dl/130308-3.pdf


研修における連携の例 
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人材育成の中核となる保健所 

研修責任者 

プログラム企画・運営組織（委員会等） 

中央研修（Off-JT） 
教育担当者 

大学 
保健師等養成機関 

関係団体 

OJT 

実際に 
出向き支援 

支援 

連携 

D市 
E町 

支援 

OJT 
OJT 

OJ
T 

OJT 

G企業 

研修実施機関 

教育担当者 

F施設 
H市 

支援 

OJT 

研修実施機関 

教育担当者 

A村 

B企業 

支援 

OJT 
OJT 

OJT 

支援 

支援 

Off-JT 

   ※OJT(On the Job Training): 職場内教育  Off-JT(Off the Job Training): 職場外教育 

C市 

Off-JT 

OJT 

OJT 

注：人材育成の中核
となる機関は、保
健所、都道府県・
政令指定都市本
庁、大学、関係団
体等と地域の状況
に応じて設定する。 

実際に 
出向き支援 

例：保健所、支社 
  分院 等 

実際に 
出向き支援 

実地指導者 

研修実施機関 

実地指導者 



「新人看護職員研修ガイドライン～保健師編～」を
踏まえての各自治体の取り組み状況 
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 アンケート調査 

 平成２６年５～６月に実施 

 対象：都道府県、指定都市、中核市 

       政令市、特別区の保健師 

 回収率：１００％ 



新人保健師ガイドラインの作成状況 
（平成26年度） 
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52% 

38% 

37% 

35% 

40% 

17% 

13% 

23% 

60% 

55% 

26% 

50% 

37% 

5% 

4% 

4% 

2% 

 
 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特別区 

政令市 

中核市 

指定都市 

都道府県 

新人向けに単独で作成 新任期から管理期までを包括的に作成 未作成 記入なし 

（ｎ=47) 

（ｎ=20) 

（ｎ=43) 

（ｎ=8) 

（ｎ=23) 

（単位：％） 



新人保健師の研修実施機関について 
（平成２６年度） 

1.研修実施のための中核機関の有無 

 

 

 

 
２．中核機関「あり」と回答した自治体の詳細 
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83% 

63% 

91% 

100% 

100% 

17% 

38% 

9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特別区 

政令市 

中核市 

指定都市 

都道府県 

あり 

なし 

（ｎ=20） 

（ｎ=47） 

（ｎ=43） 

（ｎ=8） 

（ｎ=23） 

（単位：％） 

17% 

13% 

12% 

60% 

66% 

57% 

25% 

60% 

25% 

15% 

2% 

9% 

25% 

19% 

15% 

19% 

17% 

38% 

7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特別区 

政令市 

中核市 

指定都市 

都道府県 本庁 

保健所 

大学 

その他 

未記入 

（ｎ=47） 

（ｎ=20） 

（ｎ=39） 

（ｎ=5） 

（ｎ=19） 

（単位：％） 



新人保健師研修対象者について 
（平成２６年度） 

１．研修対象者の所属先 

 

 

 

 
 

２．研修対象者の経験年数 

 

100% 

88% 

91% 

95% 

4% 

5% 

5% 

91% 2% 

2% 

2% 

12% 

2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特別区 

政令市 

中核市 

指定都市 

都道府県 

自自治体職員のみ 他自治体職員も対象 産業分野の者も対象 他自治体及び産業分野の者も対象 その他 未記入 

（ｎ=20） 

（ｎ=43） 

（ｎ=8） 

（ｎ=23） 

48% 

50% 

33% 

15% 

9% 

9% 

13% 

7% 

15% 

13% 

22% 

13% 

28% 

50% 

43% 

4% 

5% 

6% 

13% 

19% 

5% 

28% 

4% 13% 

7% 

15% 

2% 

13% 

2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特別区 

政令市 

中核市 

指定都市 

都道府県 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 １０年目 その他 未記入 

（ｎ=47） 

（ｎ=20） 

（ｎ=43） 

（ｎ=8） 

（ｎ=23） 

（単位：％） 

（単位：％） 

（ｎ=47） 
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研修責任者の配置状況 
（平成26年度） 
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78% 

63% 

77% 

85% 

89% 

22% 

38% 

23% 

15% 

11% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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政令市 
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指定都市 

都道府県 
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（ｎ=８） 

（ｎ=２３） 

（単位：％） 



教育担当者の配置状況 
（平成26年度） 
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87% 

63% 

63% 

95% 

85% 

13% 

38% 

37% 

5% 

15% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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あり なし 

 （ｎ=４７） 

（ｎ=４３） 
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（ｎ=２０） 

（ｎ=２３） 

（単位：％） 



家庭訪問の実際や専門領域における基本的な知識・技術、
地区活動の展開の仕方について研修をしていく必要があ
る。 

新人保健師に対しては、周囲の職員も指導に配慮すること
はできるが、２年目以降の保健師への研修・指導がままな
らない状況である。 

学問として高い教育はされていても、コミュニケーション能
力の弱さを感じる。 

分散配置により１人配置となった場合、保健師が指導する
ことが難しい。 

実地指導者の不足や資質の向上が課題である。 

 

新人保健師の育成に関する課題についての意見 

（自由記載より抜粋） 15 



実地指導者（プリセプター等）の配置状況 
（平成26年度） 
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（単位：％） 

100% 

63% 

95% 

100% 

94% 

38% 

5% 

6% 
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実地指導者（プリセプター等）の育成状況 

■自治体における実地指導者（プリセプター等）向けの研修の有無 

30% 

25% 

70% 

75% 

70% 

70% 

50% 

23% 

25% 

26% 

25% 

7% 

4% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特別区 

政令市 

中核市 

指定都市 

都道府県 

あり なし 未記入 

（ｎ=20） 

（ｎ=43） 

（ｎ=8） 

（ｎ=23） 

（単位：％） 

（ｎ=47） 
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新人保健師の実地指導者（プリセプター等） 
の育成に関する課題についての意見 

 実地指導者としての指導基準が統一されていないため、個々の経
験や考えをもとに指導している。 

 実地指導者を担う中堅期の保健師への研修機会が十分に確保され
ていない。 

 分散配置に加え、新人の採用数の増加により実地指導者の確保が 
困難である。 

 事務の細分化、多様化、複雑化が進む中、組織全体で育てる、育ち
合う意識の醸成が課題である。 

 組織として実地指導者を支える仕組みが確立されていない。 

 中堅前期の職員が産休や育休等により少なく、経験年数の少ない
あるいは年齢の離れた管理期の保健師が指導を担うことがある。 

 都道府県による実施指導者育成のための支援がない。 

 新人保健師の採用機会が少なく、実地指導者としての経験を積む
機会が少ない。 

 

 

（自由記載より抜粋） 18 



  １．見直しの必要性の有無              ２．見直しの時期について      

 

 

 

 

 

 

新人看護職員ガイドライン～保健師編～の見直しについて 

あり 
40% 

なし 
58% 

未記入 
2% 

ｎ＝１４１ 

（単位：％） 

１年以内 
4% 

３年以内 
27% 

５年以内 
14% 

時期の目安

はなし 
53% 

未記入 
2% 

（単位：％） 

ｎ＝５６ 

「見直し
が必要」
と回答し
た自治体
の詳細 
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中堅期について 

20 



21 

10639  

14  

275  

1034  

1659  

2005  

2234  

1820  

1260  

338  

11540  

962  

2658  

2198  

1543  

1292  

1159  

936  

633  

159  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 

24歳以下(n=976) 

25～29歳(n=2933) 

30～34歳(n=3232) 

35～39歳(n=3202) 

40～44歳(n=3297) 

45～49歳(n=3393) 

50～54歳(n=2756) 

55～59歳(n=1893) 

60歳以上(n=497) 

中堅研修の受講経験（年齢別） 

受けた 

受けていない 

出典：平成22年度 厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業「保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書」 （社）日本看護協会 



818  

1619  

2275  

5049  

444  

964  

1916  

6170  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 

都道府県型の保健所 

保健所設置市（政令指定都

市・中核市・その他保健所設

置市）・特別区 

市町村（※市町村直営の地

域包括支援センター含む） 

中堅研修の受講経験（所属別） 

受けた 

受けていない 

出典：平成22年度 厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業「保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書」 （社）日本看護協会 22 



5752  

913  

2317  

1198  

470  

298  

244  

157  

110  

45  

3199  

180  

519  

536  

545  

519  

486  

338  

59  

968  

159  

193  

192  

161  

107  

89  

8  

1216  

238  

260  

206  

201  

155  

84  

21  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=11540) 

24歳以下
(n=962) 

25～29歳
(n=2658) 

30～34歳
(n=2198) 

35～39歳
(n=1543) 

40～44歳
(n=1292) 

45～49歳
(n=1159) 

50～54歳
(n=936) 

55～59歳
(n=633) 

60歳以上
(n=159) 

中堅研修未受講の理由（年齢別） 

研修を受けるべき立場ではない 

研修自体がない 

研修参加者に指名されなかった 

研修参加時の代替要員が得られない 

業務が多忙で参加できない 

職場の理解が得られない 

妊娠・出産・子育て 

家族の介護や世話 

自分の病気 

費用が予算化されていなかった 

自己の経済的な理由（受講期間中は無給となる

ため） 

私費で受講のため、費用を出せない 

勤務時間外や休暇や休日を利用して受講しなけ

ればいけない 

研修の開催場所の地理的問題（遠い） 

研修の必要性がわからない・関心がない 

その他 

出典：平成22年度 厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業「保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書」 （社）日本看護協会 23 
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8  
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112  

378  

987  

1026  

1361  

47  

1372  

0  

1  

19  

85  

245  

357  

616  

49  

1302  

0  

1  

18  

70  

230  

292  

646  

45  

3787  

1  

0  

11  

44  

236  

608  

2585  

302  

702  

1  

1  

5  

16  

61  

131  

451  

36  

832  

1  

6  

62  

135  

235  

163  

203  

27  

2896  

4  

1  

65  

191  

558  

739  

1267  

71  

2186  

8  

3  

112  

248  

646  

543  

598  

28  

1485  

7  

22  

254  

364  

522  

172  

124  

20  

309  

1  

3  

14  

31  

64  

60  

94  
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(行政)(n=18799) 

所長もしくは 

それと同等(n=31) 

部長もしくは 

それと同等(n=47) 

課長もしくは 

それと同等(n=672) 

課長補佐もしくは 

それと同等(n=1562) 

係長もしくは 

それと同等(n=3784) 

主任もしくは 

それと同等(n=4091) 

係員（スタッフ）
(n=7945) 

その他(n=667) 

保健師として身につけたい能力（職位別） 

企画立案能力 

情報収集・調査

研究能力 

保健事業運営能

力 

個人・家族支援

能力 

集団支援能力 

健康危機管理能

力 

連携・調整・社

会資源開発能力 

事業評価能力 

人材育成能力 

その他 

24 出典：平成22年度 厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業「保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書」 （社）日本看護協会 


